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1 新潟市のあゆみ

2 新潟市を 取り 巻く 状況基本計画

暮ら し の広がり と 交流（ 原始）

市域における 人々の営みの最初の舞台は、 市域の南東に連なる にいつ丘陵と みら れており 、 狩猟に使われ

た約2 万年前の石器が発見さ れています。 市域の西に連なる 角田山麓から は、 1 万4 ,0 0 0 年前頃の石器が発見

さ れている ほか、 その他の地域でも 砂丘や自然堤防上を 中心に古く から 人々が暮ら し ていた形跡が確認さ れ

ています。

また、 古く よ り 日本列島内の北方の文化と 西方の文化が接し 、 日本海を 隔ててアジア大陸と 向かい合う 交

流拠点でし た。

地域の有力者の登場と みなと まちの成り 立ち（ 古代～中世）

古墳時代に入る と 、 古津八幡山古墳や菖蒲塚古墳と いっ た県内でも 最大級の古墳が造ら れる など 、 各地に

有力な豪族が現れていたと 考えら れます。

ヤマト 政権の北方支配の拠点「 渟足柵」 が7 世紀半

ばに設置さ れたと の日本書紀の記事は、 市域の地名が

文献に現れた最初の例で す。 その後古代から 中世にか

け、 各地の集落や農地は貴族や寺社の荘園、 後には小

国氏や新津氏など 有力武士の領地と し て、 開発さ れて

いき まし た。

ま た、 二つの大河が合流し た広い河口部を 囲むよ う

に、 戦国時代までに蒲原・ 沼垂・ 新潟の三つのみなと

まち が成立し まし た。 こ のう ち、 みなと と し て最も 早

く 文献に現れる のは「 蒲原津」 で、 越後国の国津と し

て1 0 世紀には信濃川・ 阿賀野川河口に成立し ていたこ

と が知ら れています。 1 4 世紀の南北朝時代には「 沼垂

湊」 についての記録があり ます。

新潟は1 6 世紀前半の記録に「 新方」 と し て現れる のが最古であり 、 三つのみなと まち の中では最も 新し い

まち です。 1 6 世紀中頃の新潟の位置は、魚沼市弘誓寺不動明王坐像墨書銘に「 越後国蒲原郡平嶋之郷新潟津」

と ある こ と から 、 信濃川を さ かのぼっ た現在の西区平島近辺だっ た可能性があり ます。 そし て、 1 7 世紀初頭

までに、 まちは現在の中央区東中通より も 海岸側の砂丘上に移転し まし た。

古津八幡山古墳
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米どこ ろ の形成と 湊の繁栄（ 近世）

近世の越後は中小の藩が分立し 、 市域は中小の藩や幕府代官によ る支配地に分かれていまし た。

信濃川・ 阿賀野川下流域の低地の開発は近世前期に急速に進みまし た 。 多く の村が生まれ、 米の生産量は

慶長3 （ 1 5 9 8 ） 年から 寛文4 （ 1 6 6 4 ） 年の間に数倍も 増加し まし た。

沼垂町は、 河口部の地形変化など によ り 頻

繁に移転を 繰り 返し た後、 1 7 世紀後半に現在

の位置へ移転し ています。

新潟町は、 明暦元（ 1 6 5 5 ） 年に現在の位

置に移転し 、 その後、 現在の古町通や東堀・

西堀などにあたるまちなみが整備さ れまし た 。

西廻り 航路が整備さ れる と 、 元禄1 0 （ 1 6 9 7 ）

年には国内4 0 か国余り から 年間3 ,5 0 0 艘余り

の船が寄港する 日本海側屈指の湊に発展し て

いまし た。

近世中期（ 1 8 世紀） 以降、 松ヶ 崎堀割や内野新川の開削と いっ た大規模な土木工事を 伴う 開発も 行われま

し た。 人々は毎年のよう に襲っ てく る水害と 戦いながら 、 米どこ ろ と なる礎を 築き まし た。

繁栄する 湊町と 広がる 農村部は、 当時の交通の動脈と 言える 舟運によ っ て結ばれていまし た 。 舟運の要所

には、 新津・ 白根・ 亀田・ 小須戸・ 葛塚・ 巻などの在郷町が成立し て六斎市が開かれ、 そこ では周辺部で栽

培さ れた作物や織物などの手工品と いっ た商品が盛んに売買さ れまし た。

天保1 4 （ 1 8 4 3 ） 年、 幕府領と なっ た新潟町では、 砂防林の造林、 物価の安定、 海岸防備など様々な施策

が行われまし た。

大船絵馬（ 複製）

舟運による新潟湊と 田園地域と のつながり

出典： 新潟大学人文学部　 教授　 原直史「 下条舟の活動範囲」
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開港・ 県都化と 近代港湾の発展（ 近代）

安政5 （ 1 8 5 8 ） 年、 新潟は修好通商条約で開港五港の一つと さ れ、 明治元年1 1 月1 9 日（ 1 8 6 9 年1 月1 日）

に開港し まし た。

明治3 （ 1 8 7 0 ） 年、 新潟町は県庁所在地と な

り 、 こ れま での商業の町から 政治・ 文化・ 経済

の中心と な る 県都化を 目指し て 様々な施設や機

能の設置が進めら れまし た。

太政官布告第1 6 号によ っ て、 明治6 （ 1 8 7 3 ）

年1 月、 白山神社に隣接する白山公園が日本最初

の都市公園の一つと し て 開設さ れ、 現在国の名

勝に指定さ れています。

明治1 9 （ 1 8 8 6 ） 年、「 よ ろ ずよ まで存続する

よ う に」 と 願いを 込めて、 信濃川に長大な木の

橋で ある 「 萬代橋」 が架かり ま し た。 そ の後萬

代橋は明治4 1 （ 1 9 0 8 ） 年の新潟大火によ る 焼

失、 老 朽 化 に よ り 2 度 架 け 替 え ら れ、 昭 和4

（ 1 9 2 9 ） 年に完成し た現在の三代目萬代橋は国

の重要文化財に指定さ れまし た。

明治2 2 （ 1 8 8 9 ） 年、 全国で最初に誕生し た

3 9 市の一つと し て市制が施行さ れ、 現在の市域

に1 市5 町（ 沼垂・ 新津・ 白根・ 亀田・ 小須戸）・

1 1 8 村がで き ま し た。 こ の頃、 新潟港は国内有

数の北洋漁業の基地と し て発展し まし た。

明治の初め頃、 市域の大半は稲作地帯でし た

が、 多く は湿田・ 沼田で、 た びたび洪水に襲わ

れる 不安定な稲作で し た。 信濃川下流の抜本的

な洪水対策である 大河津分水の開削は明治初年

に実施さ れたも のの、 土木技術が未熟で 中断さ

れまし た。

明治2 9 （ 1 8 9 6 ） 年に市域の大半を 飲み込んだ「 横田切れ」「 木津切れ」 と 呼ばれた大水害を き っ かけに、

大河津分水工事が国営で着工さ れ、 大正1 1 （ 1 9 2 2 ） 年に通水し まし た。

こ れにより 市域の大洪水の危険は激減し 、 近代的な埠頭を 備えた新潟港の築港が可能と なり まし た 。 こ の

間の大正3 （ 1 9 1 4 ） 年、 新潟市と 沼垂町は近代港湾の築港を 期し て合併し ています。

新潟湊之真景

三代目萬代橋（ 重要文化財）
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大正1 5 （ 1 9 2 6 ） 年、 県営埠頭が完成し たこ

と によ り 、 新潟港に大型汽船が着岸可能と なり 、

昭和6 （ 1 9 3 1 ） 年に上越線が開通する と 、 新潟

港は首都圏と 日本海対岸と を 結ぶ最短路に位置

する 港湾になり 、 対岸貿易の門戸と し て 繁栄し

ま し た。 こ の頃、 古町花街は全国屈指の花街と

称さ れ、 古町芸妓の数は3 0 0 人を 超えて いま し

た。

戦時中、 中国大陸への移民の拡大や物資輸入

拠 点 と し て 新 潟 港 の 存 在 感 が 増 し 、 昭 和1 9

（ 1 9 4 4 ） 年の輸出入取扱量は戦前・ 戦中を と お

し て 最大と な り ま すが、 昭和2 0 （ 1 9 4 5 ） 年、

機雷封鎖によ っ て港湾機能は停止し 、 終戦を 迎

える こ と と なり まし た。

日本海側の拠点都市へ（ 現代）

戦後、 農村部では、 農地改革によ っ て 不在地

主の農地が小作農家に売り 渡さ れまし た。 また、

栗ノ 木排水機場など の大排水機場が完成し たこ

と によ り 、 耕地整理（ 土地改良） が進めら れ、

昭和3 0 （ 1 9 5 5 ） 年頃には、市域の水田は、まっ

すぐ な道路、 用・ 排水路に区画さ れた乾田と な

り まし た。

昭和3 9 （ 1 9 6 4 ） 年に は、 新潟国体の直後、

マグニチュ ード 7 .5 の新潟地震が新潟市を 襲い、

甚大な被害を も たら し ま し た。 地震以降、 中小

工場の集団移転や、 郊外住宅の急増など、 市街

地から 郊外への拡散が顕著になり ます。

昭和4 0 年代、 越後平野の最後の大潟湖であっ た鎧潟の全部と、 福島潟の約半分を 農地にする、 巨大干拓が

行われまし た。 また、 治水を 目的と し た国の事業と し て関屋分水路の工事が始まり 、 昭和4 7 （ 1 9 7 2 ） 年に

通水し まし た。

新潟港を 中心と する 新潟の工業地帯も 、 大き く 変化し まし た。 昭和3 8 （ 1 9 6 3 ） 年、 政府は、 新潟地区を

新産業都市に選定し 、西港の北約1 5 キロメ ート ルに工業港（ 新潟東港） と 工業地帯の建設が進めら れまし た。

東港は昭和4 4 （ 1 9 6 9 ） 年に開港し 、 その後、 国家石油備蓄基地・ 国際海上コ ン テ ナ埠頭など が整備さ れ、

新潟港は日本海側唯一の中核国際港湾と なり まし た。

昭和4 8 （ 1 9 7 3 ） 年には、 定期航空路・ 新潟－ハバロ フ スク 線が開設さ れ、 以降、 国際線が増えていき ま

し た。 昭和5 7 （ 1 9 8 2 ） 年には、 上越新幹線・ 新潟－大宮間が開通し 、 首都圏は日帰り 圏内と な り ま し た。

昭和6 0 （ 1 9 8 5 ） 年に関越自動車道、 平成9 （ 1 9 9 7 ） 年に北陸自動車道・ 磐越自動車道が全線開通し 、 新潟

は高速交通網の日本海側の結節点と なり まし た。

こ う し た高い都市機能を 背景に、 平成8 （ 1 9 9 6 ） 年に第1 次の中核市に指定さ れま し た。 ま た、 平成1 4

（ 2 0 0 2 ） 年には、 新潟スタ ジアムで2 0 0 2 FIFAワールド カ ッ プの3 試合が開催さ れまし た。

堀と 古町芸妓

田舟による稲の収穫作業の様子

出典： 亀田郷土地改良区　 所蔵（ 本間喜八氏撮影）
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平成の大合併では、 平成1 3 （ 2 0 0 1 ） 年1 月に黒埼町、 平成1 7 （ 2 0 0 5 ） 年3 月には新津市・ 白根市・ 豊栄

市・ 小須戸町・ 横越町・ 亀田町・ 岩室村・ 西川町・ 味方村・ 潟東村・ 月潟村・ 中之口村の1 2 市町村と 、 さ ら

に同年1 0 月には巻町と 合併し 、 平成1 9 （ 2 0 0 7 ） 年4 月には本州の日本海側初の政令指定都市に移行し まし

た。

政令指定都市にふさ わし い拠点性を 発揮し 、 平成2 0 （ 2 0 0 8 ） 年にはG 8 ＊1 労働大臣会合を 開催し まし た。

その後、 平成2 2 （ 2 0 1 0 ） 年にはAP EC
＊2

食料安全保障担当大臣会合、 平成2 8 （ 2 0 1 6 ） 年にはG 7
＊3

農業

大臣会合、 令和元（ 2 0 1 9 ） 年にはG 2 0 ＊4 農業大臣会合が開催さ れまし た。

平成2 3 （ 2 0 1 1 ） 年3 月1 1 日に発生し た東日本大震災の際には、 高い拠点性を 活かし 日本最大級の救援セ

ンタ ーと し て機能し まし た。

また、 全国ト ッ プ ク ラ スの農業力などの強みを 活か

し 、 平成2 6 （ 2 0 1 4 ） 年5 月には、「 大規模農業の改

革拠点」 を テーマと し て、 国家戦略特別区域に指定さ

れまし た。

平成3 1 （ 2 0 1 9 ） 年1 月には、 新潟開港1 5 0 周年を

迎えて記念事業を 開催する と と も に、「 みんなでつく

る、 みなと まち 新潟」 を テーマに市民団体や民間事業

者などと 様々な連携事業を 開催し まし た。

新し い時代のまちづく り

令和の新時代を 迎える 中、 着々と 進む新潟駅周辺の整備によ り 、 陸の玄関口である 新潟駅が約6 0 年ぶり に

リ ニュ ーアルさ れ、 南北市街地が一体化し ます。 令和3 （ 2 0 2 1 ） 年9 月には新潟都心地域が都市再生緊急整

備地域＊5 に指定さ れ、 周辺において築5 0 年以上の民間ビ ルの建て替えなどの動き も 活発化し ています。

令和4 （ 2 0 2 2 ） 年5 月には、 潟を はじ めと する 湿地に関する 取組が国際的に評価さ れ、 ラ ムサール条約＊6

の湿地自治体に認証さ れまし た。 また同月、「 都市と 田園の好循環」 を テーマと し た提案により 、 SDG s未来

都市＊7 に選定さ れまし た。

さ ら に同年8 月には、 地方都市と し ては唯一、 4 回連続で国際会議を 開催し て き た実績が認めら れ、 令和5

（ 2 0 2 3 ） 年のG 7 財務大臣・ 中央銀行総裁会議の開催地に選定さ れまし た。

新型コ ロナウイ ルス感染症によ り 、 新潟市民の生活や社会経済活動など様々な面に影響が及び、 人々の意

識や価値観、 社会が変化する 中、 まち づく り の大き な転換期を 好機と し て 、 豊かな自然環境を 有する 田園地

域と 、 国内外と つながる 高い拠点性を 持っ た都市部が調和する 新潟市の強みを 活かし 、 更なる 発展につなげ

る取組を 進めています。

＊1  G7 にロシアを加えた枠組みでの国際会議のこ と 。

＊2  Asia-Pa cif ic  Economic  Coopera tion（ アジア太平洋経済協力） の略。 アジア太平洋地域の2 1 の国と 地域が参加する経済協力の枠組みであり ，

当該地域の持続可能な成長と 繁栄に向け， 貿易・ 投資の自由化・ 円滑化や地域経済統合の推進、 経済・ 技術協力等の活動を行っ ている。

＊3  日本、 アメ リ カ、 イ ギリ ス、 フ ラ ンス、 ド イ ツ、 イ タ リ ア、 カ ナダの7 か国及び欧州連合の首脳が参加し て毎年開催さ れる国際会議のこ と。 先進

国首脳会議と も いう 。

＊4  G7に参加する7か国に、 アルゼンチン、 オースト ラリア、 ブラジル、 中国、 インド 、 インド ネシア、 メ キシコ、 韓国、 ロシア、 サウジアラビア、 南アフリカ、

ト ルコ、 欧州連合を加えた2 0 か国・ 地域の首脳が参加して毎年開催される国際会議のこと 。 正式名称を「 金融・ 世界経済に関する首脳会合」 と いう 。

＊5  都市再生特別措置法に基づき 、 都市の再生の拠点と し て、 都市開発事業などにより 緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域と し て、 政令

で指定さ れるも の。

＊6  正式名称は「 特に水鳥の生息地と し て国際的に重要な湿地に関する条約」。 締約国には各湿地の管理計画の作成・ 実施、 各条約湿地のモニタ リ ン

グ、 湿地の保全に関する自然保護区の設定、 湿地の保全管理に関する普及啓発・ 調査などが求めら れる。

＊7  SDGsの達成に向け、 優れた取組を政府に提案し 、 選定さ れた地方自治体のこ と 。

みなと まち

新潟ロゴ

信濃川河口

出典： みなと まち新潟のシンボル

（ みなと まち新潟フ ォ ト コ ンテスト 入賞作品）
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2 時代の潮流

2 新潟市を 取り 巻く 状況基本計画

 1 世界が共通し て取り 組むSD G s（ 持続可能な開発目標）

世界の動き

SDG s＊1（ 持続可能な開発目標） と は、平成2 7 （ 2 0 1 5 ） 年の「 国連持続可能な開発サミ ッ ト 」 で1 9 3 の加

盟国の全会一致によ り 採択さ れた令和1 2 （ 2 0 3 0 ） 年までの世界共通の目標「 Susta in a b le  Dev e lo pm en t 

Go a ls」 の略称です。 SDG sは1 7 のゴールと 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れており 、 経済・ 社会・ 環境の三

側面から 捉える こ と のでき る ゴールを 統合的に解決し ながら 、 持続可能なよ り よ い未来を 築く こ と を 目標と

し ています。

前身のMDG s（ ミ レ ニアム開発目標） は、主と し て開発途上国向けの目標でし たが、SDG sは先進国も 含め、

全て の国が取り 組むべき 普遍的な目標にな っ て おり 、 全て の人の行動が求めら れている 点が大き な 特徴と

なっ ています。

国内の動き

国は平成2 8 （ 2 0 1 6 ） 年に内閣総理大臣を 本部長、 全国務大臣を 構成員と する SDG s推進本部を 設置し 、

SDG s推進のための中長期戦略である 「 SDG s実施指針」 を 策定し まし た。

令和元（ 2 0 1 9 ） 年に改訂さ れた同指針では、 SDG sの1 7 のゴールと タ ーゲッ ト のう ち、 特に注力すべき

も のが優先課題と し て示さ れまし た。 こ の優先課題に関する 取組を 加速さ せる ため、 全省庁によ る 具体的な

施策を 盛り 込んだ「 SDG sアク ショ ン プラ ン 」 が毎年策定さ れています。

＊1  Susta ina b le  Deve lopmen t Goa ls（ 持続可能な開発目標） の略。 より よい社会の実現を目指す2 0 3 0 年までの世界共通の目標で、2 0 1 5 年の「 国

連持続可能な開発サミ ッ ト 」 において1 9 3 の加盟国の全会一致により 採択さ れた。 将来世代のこ と を考えた持続可能な世界を実現するための1 7

の目標と 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れている。

SD G s　 ポスタ ー
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SD G sと 地方創生

SDG s実施指針改定版では、 国内において「 誰一人取り 残さ れない」 社会を 実現する には、 広く 日本全国

にSDG sを 浸透さ せる 必要があり 、 そのためには、 全国の地方自治体およ びその地域で活動する ステーク ホ

ルダー＊1 による 積極的な取組が不可欠であると さ れています。

ま た、 地方自治体のSDG s達成に向けた取組は、 地域が抱えている 人口減少、 地域経済の縮小と いっ た課

題の解決に資する も のであり 、 SDGsを 原動力と し た地方創生＊2 を 推進する こ と が求めら れています。

国はこ う し た取組を 後押し するため、 優れたSDGsの取組を 行う 地方自治体を 「 SDG s未来都市
＊3

」 と し て

選定し 、 成功事例の普及展開を 行っ ています。

新潟市も 令和4 （ 2 0 2 2 ） 年5 月、「 都市と 田園の好循環」 を テーマと し た提案によ り 、 SDG s未来都市に選

定さ れまし た。 今後、 よ り 一層、 多様なステ ーク ホルダーと のパート ナーシッ プを も と に、 SDG s達成に貢

献する取組を 加速さ せていき ます。

総合計画と SD G s

基本構想に掲げた「 持続可能なまち づく り 」 と いう 方向性は、 SDG sにおける 持続可能な開発（ 将来世代

のニーズに応える 能力を 損ねる こ と なく 、 現在世代のニーズを 満たす開発） の考え方と 一致し ています。 こ

のため、 総合計画においても 経済・ 社会・ 環境の三側面の調和な ど、 SDG sの基本的な考え方を 意識し て、

政策・ 施策を 推進し ます。

併せて、 全ての分野の政策およ び行財政運営において 、 市民・ 民間事業者・ 国・ 県・ 他市町村など 多様な

主体と のパート ナーシッ プを 活かし た施策の推進を 重視し ます。

パート ナーシッ プ を 広く 進めていく ためには、 新潟市の目指す方向性や目標を 市民や民間事業者に分かり

やすく 示し 、 共通認識を 持つこ と が重要です。 そこ で、 総合計画における 各分野の政策・ 施策と SDG sが掲

げる 1 7 の目標と の関連性を 示し 、 新潟市の進める 政策・ 施策がSDGsのどのゴールに貢献する かを 明確にし

ます。 総合計画に掲げる 政策・ 施策を 着実に進める こ と で基本構想の実現を 図る と と も に、 SDG sで掲げる

各ゴールの達成にも 貢献し ていき ます。

＊1  市民や民間事業者・ 団体等のほか、 市外の消費者、 観光客、 学生、 U ・ Iタ ーン希望者等、 新潟市の施策と 何ら かの関係のある幅広い方々のこ と 。

＊2  東京圏（ 東京都、 埼玉県、 千葉県、 神奈川県） への人口の過度の集中を是正し 、 それぞれの地域で住みよい環境を確保し て、 将来にわたっ て活力

ある日本社会を維持するこ と を目的と し た政策や取組のこ と 。

＊3  SDGsの達成に向け、 優れた取組を政府に提案し 、 選定さ れた地方自治体のこ と 。

新潟市が目指す都市像の実現
（ 基本構想の実現）

S D G s の達成に貢献

同時に目指す

各分野の政策・ 施策を 推進するこ と により 、
基本構想の実現を 図る と と も にS D G ｓ の達成に貢献

市民や民間事業者など
多様な主体と の連携・ 協働のも と に推進
（ パート ナーシッ プで目標を 達成）
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 2 地球規模の環境問題と 脱炭素社会に向けた動き

地球規模の環境問題

世界全体では人口が増加し 経済規模が拡大する 中、 地球環境への負荷は増大を 続け、 地球温暖化や気候変

動、 プラ スチッ ク によ る 環境汚染、 食品ロ ス、 生物多様性の損失など地球規模の環境問題を も たら し ていま

す。

実際に世界の多く の地域で平均気温は上昇し ており 、 我が国も 例外ではあり ません。 こ のまま温暖化が進

んだ場合、 私たち の生活や健康のみなら ず、 動植物の生息・ 生育環境にも 大き な影響を 及ぼす恐れがあり ま

す。 温暖化によ る 気候変動の影響を 可能な限り 抑える ため、 二酸化炭素（ CO 2） を はじ めと する 温室効果ガ

スを 削減する こ と が世界共通の課題と なっ ています。

出典： 気象庁ホームページ

日本の年平均気温偏差（ 平均気温の上昇）
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地球温暖化対策に向けた世界の動き

こ う し た環境問題へ人類が協力し て取り 組んでいく ため、SDGsが採択さ れた平成2 7 （ 2 0 1 5 ） 年の1 2 月、

国連気候変動枠組条約第2 1 回締約国会議（ COP 2 1 ） で、 工業化以前と 比べ温度上昇を 1 .5 ℃に抑える 努力

を 追求する こ と を 記し たパリ 協定が採択さ れまし た。

平成3 0（ 2 0 1 8 ） 年の気候変動に関する 政府間パネル（ IP CC）
＊1

では、世界全体の平均気温の上昇を 1 .5 ℃

の水準に抑える ためにはCO 2 排出量を 令和3 2 （ 2 0 5 0 ） 年頃に実質ゼロ と するこ と が必要と さ れ、 世界各国

でカ ーボン ニュ ート ラ ル＊2を 目指す動き が広がり まし た。

令和2 （ 2 0 2 0 ） 年、 我が国において、 令和3 2 （ 2 0 5 0 ） 年までにカ ーボン ニュ ート ラ ルを 目指すこ と が宣

言さ れ、 新潟市でも 、 同年1 2 月に「 ゼロ カ ーボン シティ ＊3」 の実現を 目指すこ と を 宣言し まし た。

豊かな環境を将来世代に

環境問題への対応が世界共通の課題と なる 中、 環境省がまと めた「 令和4 年版　 環境・ 循環型社会・ 生物

多様性白書」 によ れば、 将来世代が希望を 持つこ と ができ る 社会を 引き 継ぐ ためには「 脱炭素」「 循環経済」

「 分散・ 自然共生」 と いう 多角的なアプローチにより 、 企業活動から 一人一人のラ イ フ スタ イ ルまで横断的な

変革を 実践し なく てはなら ない、 と さ れています。

行政だけでなく 、 民間事業者や団体、 市民一人一人が、 豊かな環境を 将来に引き 継いでいける よ う 、 従来

の延長線上にないバッ ク キャ ステ ィ ン グの視点を 取り 入れた取組を 行い、 持続可能なよ り よ い未来を 選択し

ていく こ と が重要です。

＊1  Interg overnmen ta l Panel on  Clima te  Cha ng eの略。 世界の政策決定者に対し 、 正確でバラ ンスの取れた科学的知見を提供し 、「 気候変動枠組

条約」 の活動を支援する政府間組織。

＊2  温室効果ガスの排出量と 吸収量を均衡さ せるこ と 。

＊3  脱炭素社会に向けて、 2 0 5 0 年までにCO 2の排出量を実質ゼロにするこ と を目指す旨を表明し た地方自治体のこ と 。

出典： 令和4 年版国土交通白書（ 令和4 年： 国土交通省）

カ ーボンニュ ート ラ ル　 イ メ ージ
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 3 自然災害に対する防災意識の高まり

災害の激甚化・ 頻発化と 潜在リ スク

近年、 我が国では豪雨災害が激甚化・ 頻発化し 、 各地で甚大な被害が発生し ています。 平成3 0 （ 2 0 1 8 ）

年7 月豪雨（ 広島、 岡山、 愛媛など ）、 令和元（ 2 0 1 9 ） 年東日本台風、 令和2 （ 2 0 2 0 ） 年7 月豪雨（ 九州）

など 、 気象災害が毎年のよ う に発生すると と も に、 局地的大雨や記録的降雪などの発生頻度が高まっ ていま

す。

また、 日本列島には多く の活断層やプ レ ート 境界が分布し ており 、 世界の大規模地震の約2 割が発生する

地震多発国です。 過去にも 平成1 6 （ 2 0 0 4 ） 年新潟県中越地震、 平成1 9 （ 2 0 0 7 ） 年新潟県中越沖地震、 平

成2 3 （ 2 0 1 1 ） 年東日本大震災、 平成2 8 （ 2 0 1 6 ） 年熊本地震と いっ た大規模な地震災害が発生し ています。

さ ら に、 南海ト ラ フ 地震や首都直下地震など、 近い将来の大規模な地震発生リ スク が指摘さ れています。

防災意識の高まり

国土交通省が令和3 （ 2 0 2 1 ） 年に実施し た国民意識調査（ 全国の1 8 歳以上1 0 ,0 0 0 人を 対象と し たイ ン

タ ーネッ ト 調査） によ る と 、 東日本大震災前（ 1 0 年ほど前） と の比較において「 自然災害の発生件数は増加

し 、 規模は大き く なっ ている」 と 感じ る人が多く なっ ています。 また、「 1 0 年ほど前」 と 「 最近2 年から 3 年」

を 比較すると 、 自然災害への対策を 講じ ている 人の割合は増加し ています。

こ のこ と から 、 近年の大規模地震や豪雨災害など 災害の激甚化・ 頻発化を 背景に、 人々の災害に対する 警

戒感が高まっ ている と 考えら れます。

6 7 .0 %

2 5 .1 %

8 .0 %

件数の感じ 方

1 0 年ほど前と 比べて、件数（ 規模）は多く（ 大きく ）なっ たと 感じ る

1 0 年ほど前と 比べて、件数（ 規模）は同程度であると 感じ る

1 0 年ほど前と 比べて、件数（ 規模）は少なく（ 小さ く ）なっ たと 感じ る

6 4 .4 %

2 7 .1 %

8 .6 %

規模の感じ 方

出典： 国民意識調査（ 令和3 年： 国土交通省）

自然災害発生件数および規模の感じ 方
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強く し なやかなまちづく り と 官民一体の防災・ 減災への取組

自然災害のリ スク の高まり を 踏まえ 、 市民の日常生活を 支えながら も 災害に強いハード 面と 、 地域や一人

一人の備えに着目し たソ フ ト 面と の一体的な防災・ 減災対策によ り 、 災害に屈し ない、 強く し なやかなまち

づく り が求めら れています。

また、 平時から の拠点性を 高める こ と が、 有事の際での救援・ 代替機能を 活かせる と いう 「 平時と 有事の

連続性」 と いう 視点も 必要です。

加えて、 万が一災害が起き た時、 市民一人一人が適切な行動を 取れる よ う 、 防災意識の高まり など を 背景

に、 自助・ 共助・ 公助の役割分担と 相互連携を 進め、 官民が一体と なっ て防災・ 減災に取り 組むこ と が重要

です。

1 9 .0 %

2 0 .0 %

2 .9 % 6 .6 % 3 .5 %

2 2 .2 %
2 2 .8 %

8 .8 %

5 2 .0 %

0 .1 %

1 5 .4 %

3 7 .9 %

4 .5 %

1 6 .6 %

4 .8 %

2 3 .7 %

3 5 .8 %

1 3 .9 % 3 9 .5 %

0 .1 %

0 %
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出典： 国民意識調査（ 令和3 年： 国土交通省）

自然災害への対策の割合
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 4 新型コ ロナウイ ルス感染症によ る社会の変化

新型コ ロナウイ ルス感染症の流行

新型コ ロ ナウイ ルス感染症は令和元（ 2 0 1 9 ） 年1 2 月に中国で感染者が報告さ れて以降、 世界中に感染が

拡大し 、 令和2 （ 2 0 2 0 ） 年3 月には世界保健機関（ W H O） によ り 、「 新型コ ロ ナウイ ルスがパン デミ ッ ク と

形容さ れる」 と 評価さ れ、 世界的な大流行になっ ている と の認識が示さ れまし た。

我が国でも 令和2 （ 2 0 2 0 ） 年1 月に最初の感染者が確認さ れて以降、 東京圏＊1 などの都市部で感染が急拡

大し 、 その後も 全国的に感染が拡大し たこ と から 、 国は同年4 月に全国を 対象と し た緊急事態宣言を 発令し

まし た。 以降も 感染拡大期が繰り 返し 発生し 、 長期間にわたり 、 市民の生活や社会経済活動など 様々な面で

影響を 与えまし た。

感染症の流行による生活・ 社会の変化

人々の生活は感染拡大防止の観点から ソ ーシャ ルディ スタ ン スの確保やマスク の着用、 密集・ 密接・ 密閉

の回避と いっ た「 新し い生活様式」 に基づく スタ イ ルへと 大き く 様変わり し 、 社会活動の基盤である 人と 人

と の緊密なコ ミ ュ ニケーショ ン が制限さ れ、 人的交流や地域活動にも 影響が及びまし た。

その一方で、 こ のよ う な 非接触社会への変化は、 イ ベン ト や経済活動を 含め、 会合のオン ラ イ ン 開催や、

オン ラ イ ン授業を 進める ためのICT＊2環境の整備など、 様々な分野でデジタ ル化を 加速さ せまし た。

＊1  東京都、 埼玉県、 千葉県、 神奈川県のこ と 。

＊2  Info rma tion  a nd  Commun ica tion  Techno log y（ 情報通信技術） の略。

オンラ イ ンで開催し た総合計画策定にかかる学生ワーク ショ ッ プ
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地方暮ら し への関心の高まり

こ のよ う なデジタ ル化の加速は、 職種によっ ては、 地方に居ながら にし て東京圏に居るのと 同じ よ う に仕

事ができ る リ モート ワーク を 可能にし まし た 。 都市の高い機能性と 、 地方の豊かな自然を 同時に享受でき る

よ う な心豊かな暮ら し が可能と なり 、 働き 方や暮ら し 方が見直さ れる など 、 企業や人々の意識が変化し てい

ます。

内閣府が令和4 （ 2 0 2 2 ） 年に実施し た調査によ ると 、 地方移住への関心は新型コ ロナウイ ルス感染症の流

行前と 比べて全年齢で高ま っ ています。 特に東京都2 3 区在住の2 0 歳代では半数を 超える 人が関心を 持っ て

おり 、 その理由と し て、 テレ ワーク によ っ て地方でも 同様に働ける と 感じ たこ と などが挙げら れています。

コ ロナ禍によ る地方暮ら し への関心の高まり を 捉えながら 、 新潟市の強みを 活かし た取組を 進める こ と で、

新し い人の流れを 生み出し ていく こ と が重要です。
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2 0 2 0 年5 月
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2 0 2 1 年9 ‒1 0 月

2 0 2 2 年6 月

強い関心がある 関心がある やや関心がある あまり 関心がない まっ たく 関心がない

地方移住への関心（ 対象： 東京都2 3区在住の20 歳代）

3 4 .5 %

2 4 .5 %

2 1 .7 %

2 0 .7 %

1 0 .5 %

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 %

人口密度が低く 自然豊かな
環境に魅力を感じ たため

テレワーク によっ て地方でも
同様に働けると 感じ たため

感染症と 関係ない理由

ラ イフ スタ イ ルを都市部での仕事重視から 、
地方での生活重視に変えたいため

テレビやネッ ト 等で地方移住に関する
情報を見て興味を持っ たため

出典： 第5 回新型コ ロナウイ ルス感染症の影響下における生活意識・ 行動の変化に関する調査（ 令和4 年： 内閣府）

地方移住への関心理由（ 対象： 東京圏在住で地方移住に関心がある人）
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 5 デジタ ル化の急速な進展

デジタ ル技術の発展

1 9 9 0 年代後半から パソ コ ン、 イ ン タ ーネッ ト や携帯電話など のデジ タ ル技術が急速に発展し 、 人々の生

活や社会・ 経済の仕組みを 大き く 変えてき まし た。

近年はネッ ト ワーク の高速化、 スマート フ ォ ン の普及によ る 個人単位での情報発信量の増大、 社会のあら

ゆる モノ がイ ン タ ーネッ ト と つながるIoTの進展などによ っ て、 発展のスピード はさ ら に増し ており 、 ビ ッ グ

データ ＊1の形成と こ れを 活用し たAI＊2やロ ボッ ト と いっ た先端技術が急速に進展し てき ています。

新型コ ロナウイ ルス感染症による変化と 課題の顕在化

新型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行に伴い、 幅広い分野でデジタ ル活用が進んだ一方、 国や地方公共団体の

デジタ ル化の遅れや人材不足、 不十分なシステ ム連携に伴う 行政の非効率や手続の煩雑さ 、 民間事業者や社

会におけるデジタ ル化への不安感や抵抗感など、 様々な課題が明ら かと なり まし た。

デジタ ル化による社会課題への対応

デジタ ル技術の活用は快適な暮ら し 、 多様な働き 方の実現、 生産性の向上、 教育現場における 学びの改革、

行政の効率化など 、 あら ゆる 分野の課題解決に不可欠な要素と し て重要性が増し ています。 よ り よ い未来の

実現に向け、 デジタ ル化がさ ら に進展し ていく こ と が予測さ れます。

顕在化し た課題に加え 、 人口減少や少子高齢化と いっ た社会的な課題にも 対応し 、 地方創生を 加速さ せて

いく ためにも 、 誰一人取り 残さ れる こ と なく 全ての市民がデジタ ル化のメ リ ッ ト を 享受でき るよ う 取り 組ん

でいく こ と が重要です。

＊1  利用者が急激に拡大し ている ソ ーシャ ルメ ディ ア内のテキスト データ 、 携帯電話・ スマート フ ォ ンに組み込まれたGPS（ 全地球測位システム）

から 発生する位置情報、 時々刻々と 生成さ れるセンサーデータ など、 膨大な量のデータ 群のこ と 。

＊2  Artif ic ia l In te llig ence（ 人工知能） の略。 知的な行為を、 人工的に作ら れた知能で可能にする技術のこ と 。

出典： デジタ ル社会の実現に向けた重点計画（ 令和4 年： デジタ ル庁）

デジタ ルにより 目指す社会のイ メ ージ
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 6 大き な岐路に立つグローバル経済と 国際社会

グローバル経済を取り 巻く 変化

平成2 0 （ 2 0 0 8 ） 年のリ ーマン ・ ショ ッ ク 以降、 世界経済は大き な混乱も なく 成長を 続けてき ま し たが、

新型コ ロ ナウイ ルス感染症の世界的流行によ り 、 人の移動にと どまら ず、 グロ ーバルなサプラ イ チェ ーン ＊1

が滞るなど、 様々な社会経済活動が制約を 受けまし た。

我が国において も 、 令和2 （ 2 0 2 0 ） 年度の実質G DP ＊2 が前年度比-4 .6 ％と な り 、 比較が可能な 平成7

（ 1 9 9 5 ） 年度以降で最大の落ち 込みと なり まし た。

その後、 感染状況の落ち 着き やワク チン 接種の進展に伴う 経済活動再開など によ り、 経済状況が回復し 、

令和2（ 2 0 2 0 ） 年度後半から 令和3（ 2 0 2 1 ） 年度前半にかけてプラ ス成長を 見せる 国々も 多く あり まし たが、

感染の再拡大と 度重なる 活動制約により 、 影響が長期間にわたっ て継続する こ と と なり まし た。

国際社会の変化

令和4 （ 2 0 2 2 ） 年2 月のロ シアによ るウク ラ イ ナ侵攻に対する 経済制裁などの影響によ り 、 エネルギー資

源や鉱物資源、 小麦など の食料分野を はじ めと し て 、 急激な価格高騰など世界経済が大き な影響を 受ける と

と も に、 中長期的な視点でのエ ネルギー戦略や貿易・ サプ ラ イ チェ ーン 戦略の見直し が必要と なり まし た 。

また、 国際関係においても 、 国際連合を 基礎と し たこ れまでの国際秩序を 大き く 揺る がし かねない事態と も

なり まし た。

新型コ ロナウイ ルス感染症の流行による 経済や国際交流への影響が残る 中、 更なる 対応を 迫ら れたグロ ー

バル経済と 国際社会は大き な岐路に立たさ れまし た。

＊1  商品の企画・ 開発から 、 原材料や部品などの調達、 生産、 在庫管理、 配送、 販売、 消費までのプロセス全体を指し 、 商品が最終消費者に届く まで

の供給の連鎖をいう 。

＊2  Gross Domestic P roductの略で国内総生産のこ と 。 国内で一定期間内に生産さ れたモノ やサービスの合計額。 物価の上昇・ 下落を取り 除いた

も のを実質GDPと いう 。
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（ 単位： ％）

出典： 国民経済計算（ 内閣府）

注記： 2 0 2 0 年7 − 9 月期2 次速報値による

日本の実質GD P　 成長率
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 7 多様性を認め合い共に生き る社会への意識の高まり

多様性の尊重

一人一人がかけがえのない存在であり 、 多様な個性や可能性を 持っ て生まれてく るこ と から 、 性別、 年齢、

障がいの有無、 国籍、 性的指向＊1、 性自認＊2 、 価値観などにかかわら ず、 お互いを 尊重し 、 認め合い、 活かし

合 う 多 様 性（ ダ イ バ ー シ

ティ
＊3

） を 尊重し 、社会的包

摂（ ソ ー シ ャ ル・ イ ン ク

ルージョ ン ＊4） を 意識する こ

と が重要です。

時代の変化による意識の高まり

近年は人口減少によ る 社会構造の変化や働き 方改革、 グロ ーバル化の進展など によ っ て 、 人々のラ イ フ ス

タ イ ルや価値観が多様化し てき まし た 。 こ のよ う な社会の変化は、 多様性を 認め合い共に生き る 社会の必要

性を 浮かび上がら せまし た。

公益財団法人日本財団が令和3 （ 2 0 2 1 ） 年に実施し た「 ダイ バーシティ ＆イ ンク ルージョ ン に関する 意識

調査」 によれば、 全体では約4 割、 1 0 代では約6 割の人が「 こ の2 ～3 年で、ダイ バーシティ ＆イ ンク ルージョ

ンへの理解や推進すべき と いう 気持ちは高まっ た」 と 回答し ています。

ビ ジネスの分野においても 、 経済産業省は多様性に基づく 経営を 「 多様な人材を 活かし 、 その能力が最大

限発揮でき る 機会を 提供する こ と で 、 イ ノ ベーショ ン ＊5 を 生み出し 、 価値創造につなげている 経営」 と 位置

づけて推進し ています。

＊1  人の恋愛・ 性愛がどのよう な対象に向かう のかを示す概念のこ と 。

＊2  自分の性をどのよう に認識し ているのか。 どのよう な性のアイ デンティ ティ （ 性同一性） を自分の感覚と し て持っ ているかを示す概念のこ と 。

＊3  幅広く 性質の異なる群が存在するこ と 。 性別や国籍、 年齢などに関わり なく 、 多様な個性が力を発揮し 、 共存できる社会のこ と をダイバーシティ

社会と いう 。

＊4  様々な理由により 社会の諸制度や市場、 社会関係から 孤立し 、 排除さ れた人の「 社会参加する権利」 を認め、 包摂するこ と をいう 。

＊5  モノ 、 仕組みなどに対し て、 全く 新し い技術や考え方を取り 入れて、 新たな価値を生み出し 、 社会的に大き な変化を起こ すこ と 。
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出典： ダイ バーシティ ＆イ ンク ルージョ ンに関する意識調査（ 令和3 年： 日本財団）

こ の2 ～3 年における、 ダイ バーシティ & イ ンク ルージョ ンへの理解や支持の変化（ 全国）

国際交流授業手話体験
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多様性を包摂でき る社会へ

SDG sは誰一人取り 残さ れない社会を 実現する こ と を 理念に掲げています。 目標1 7 と し てパート ナーシッ

プによ る 目標達成を 掲げている よ う に、 多様な人々が力を 合わせて持続可能な社会を 作っ ていく こ と は、 世

界が共通し て取り 組むべき 方向性と なっ ています。

新型コ ロナウイ ルス感染症の流行やデジタ ル化の進展によ り 、 こ れまで以上に一人一人の価値観や生き 方

が変化・ 多様化し ていく こ と が予想さ れており 、 多様性を 包摂でき る 社会への変革が求めら れている と いえ

ます。

多様性と パート ナーシッ プのイ メ ージ総合計画策定にかかる多様・ 多世代ワーク ショ ッ プ
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